【新規制定】
名城大学利益相反マネジメント要項
（趣旨）
第1条 　この要項は、名城大学利益相反マネジメントポリシーに基づき、名城大学（以下、「本学」と
　いう。）の教職員が産学官連携活動及び社会貢献活動等（以下「産学官連携活動等」という。）における、利益相反を適正に管理することを目的とする。
（定義）
第2条 　この要項において「利益相反マネジメント」とは、教職員が産学官連携活動等において、その活動や成果に基づいて得られる個人的利益が、教職員としての責務又は社会の信頼を損なわないよう適正に管理することをいう。
（利益相反マネジメントの対象）
第３条　利益相反マネジメントは、次に掲げる場合を対象とする。
（1） 企業等と行う、産学官連携活動等を行う場合
（2） 企業等から一定額以上の金銭授受若しくは株式等を取得する場合又は便宜の供与を受ける場合
（3） 企業等から一定額以上の物品、サービス等を購入する場合
（4） 本学の学生等を社会貢献活動に従事させる場合
（5） その他本要項に定める利益相反マネジメント委員会が利益相反マネジメントの対象として認めた場合
（利益相反マネジメント総括責任者）
第４条　本学に、利益相反マネジメントに関する事務を総括するため、利益相反マネジメント総括責任者（以下、「総括責任者」という。）を置く。
②　総括責任者は、副学長（研究担当）を充てる。
③　総括責任者は、教職員が利益相反に該当または恐れがある場合、指導・勧告を行うことができる。
（利益相反マネジメント実施責任者）
第５条　本学に、総括責任者の命を受けて利益相反マネジメントに関する事務を管理するため、利益相反マネジメント実施責任者（以下、「実施責任者」という。）を置く。
②　実施責任者は、学術研究支援センター長を充てる。
（利益相反マネジメント委員会の設置）
第６条　本学に、利益相反マネジメント委員会（以下「委員会」という。）を置く。
（所掌事項）
第７条　委員会は、本学の利益相反マネジメントに関する審議機関として、次に掲げる事項を所掌する。
（1） 利益相反に係る基本方針に関する事項
（2） 利益相反に係る相談・勧告に関する事項
（3） 利益相反に係る自己申告制度に関する事項
（4） 利益相反に係る調査・方針等に関する事項
（5） 外部からの利益相反に係る指摘・相談に関する事項
（6） その他本学の利益相反に関する事項
（組織）
第８条　委員会は、次に掲げる委員をもって組織する。
（1） 総括責任者
（2） 実施責任者
（3） 学部長又は研究科長のうちから委員長が指名する者　若干名
（4） 本学教職員以外の者で、利益相反に関する専門的知識を有する者又は実務経験者等　若干名
（5） その他委員会が必要と認めた者　若干名
（委員長）
第９条　委員会の委員長は、総括責任者を充てる。
②　委員長は、委員会を招集し、その議長となる。
（任期）
第１０条　第８条3号から５号の委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。
②　前項の委員に欠員が生じた場合は、その都度補充する。この場合における委員の任期は、前任者の残任期間とする。
（利益相反アドバイザー）
第１１条　委員会の下に、利益相反の知識等を普及させるために、利益相反アドバイザーを置く。
②　利益相反アドバイザーの任務は、利益相反に係る相談・助言・知識の普及・その他利益相反に関する事項とする。
（利益相反自己申告書）
第１２条　教職員は、企業等との間に生じる責務や利益に関し、年１回委員会に利益相反自己申告書（以下「自己申告書」という。）を提出し、明らかにしなければならない。
②　自己申告書提出後、新たに発生した責務や利益に関しては、その都度申告するものとする。
（審査）
第１３条　委員会は、自己申告書に基づき利益相反を審査の上、当該申告を行った教職員に対し、審査結果を通知する。
（事務）
第１４条　利益相反マネジメントに関する事務は、学術研究支援センターが分掌する。
（疑義の裁定）
第１５条　この要項の施行に際し、疑義が生じた場合は、総括責任者の裁定による。
附　　則
この要項は、平成２１年１０月　９日から施行する。
